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２J１２ 

 

M&A に伴う製品開発組織の知識統合の阻害要因 

 
○堀江宣裕，杉原太郎，井川康夫（北陸先端科学技術大学院大学） 

 

 

 
1. はじめに 
 近年の世界的な競争の激化や市場の拡大に伴

い、日本企業の競争力の強化が急務となっている。

このための手段の一つとして、M&A は対象を国

内外問わず増加傾向にある。M&A は、事業規模

の拡大、既存事業の強化、新規事業への参入、知

的資産の獲得、等の様々な目的で行われる。ただ

し、当初の目的が果たせずに終わった失敗事例は

多い。現在は M&A を成功に導いて企業の競争力

の強化を実現するための方法論の確立が今まで

以上に強く求められている。 
我々は M&A に伴う新規市場向けの共同製品開

発の事例における知識統合の状況の分析を行い、

M&A に伴う製品開発組織の知識統合のモデルを

提案した[1]。本稿では M&A に伴う製品開発組織

の知識統合の阻害要因に焦点を絞り考察する。 
 
2. 先行研究レビュー 
2.1 組織間学習 
 松行・松行は、組織は個人と同様に独自の組織

知能を持ち学習する主体であるとし、その主体が

複数存在して他の異質な組織から学習している

場合に、これを組織間学習と呼んだ[2]。 
組織間学習の特質として、①異質な組織間にお

ける相互作用、②ダブルループ・ラーニングの発

生、③学習の慣性の破壊、が挙げられる。 
①異質な組織間における相互作用 
組織の異質性が大きいほど、組織間における学

習効果は大きくなる。その一方、異質性があまり

に大きすぎると組織間学習が否定される。 
組織間学習では複数の組織の連結により組織

間に相互に大量の知識連鎖がなされるため、単独

の組織で行う組織学習に比べて、獲得される知識

量は格段に大きく、さらには学習効果も大きい。 
②ダブルループ・ラーニングの発生 
 組織間学習で異質な情報や知識に遭遇した場

合に、個人および組織はそれらを理解するために

相手組織の内面モデル(規範、判断基準、価値基準、

組織文化、等)も学習する。 
自己組織の内面モデルと比較し、これを変革す

る行動が生起する場合がある。これがダブルルー

プ・ラーニングである。 
③学習の慣性の破壊 
過去に学習した成果の有用性が連続して証明

された場合には学習の慣性が発生し、これが新知

識の有用性の判断を鈍化させ組織の適応可能性

を減少させる。 
学習の慣性からの脱出は組織単独では困難だ

が、組織間学習はこれを可能にする。 
 
2.2 学習棄却 

Hedberg は、組織の価値前提や知識のうち、既

に時代遅れになって妥当性を欠くようになった

ものを捨て去り、より妥当性の高い新たなものに

置き換えることを、学習棄却と定義した[3]。 
組織が不要になった古い知識と価値観に執着

していては、組織にとって真に必要な知識と価値

観を形成することが出来ない。学習棄却を実現出

来てこそ、望ましい組織学習を実現出来るため、

組織学習の過程において学習棄却は重要かつ必

要不可欠な存在である。 
 
2.3 ドミナント・ロジック 

Prahalad and Bettis は、組織の経営トップ集

団によって形成・共有された、組織や事業のマネ

ジメントに関するその組織独自の世界観と論理

のことをドミナント・ロジックと定義した[4]。 
組織の成功のためには、経営トップによるドミ

ナント・ロジックの学習棄却が必要であり、時代

遅れのものから本来必要であるものへ移行しな

ければならない。 
必要な学習棄却の程度は、経営トップの経営ス

キルや利用するドミナント・ロジック間の類似度

による。 
 
2.4 企業文化 
 Schein は、企業文化は非常に可視的なものから

暗黙の目に見えないものまでの多層的なものと

し、①文物(人工物)、②標榜する価値観、③共有

された暗黙の仮定、の三つのレベルで表現した[5]。 
文物(人工物)は、目に見える組織構造および手

順である。最も容易に観察することが出来るが、
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表面的に知る範囲では、文化を理解したとは言え

ない。 
標榜する価値観は、戦略、目標および哲学であ

る。これと目に見える行動との間に不一致がある

場合がある。 
共有された暗黙の仮定は、無意識の当たり前の

信念、認識、思考および感情である。企業で信念

や価値観が共有され、当たり前のこととなったも

のであり、企業文化の本質である。 
 

Schein によると、企業文化の統合には、①分離、

②支配、③融合の三つの可能性がある。 
分離は、企業文化が分離されたままの状態で互

いに独立して併存することであり、互いに意見が

食い違わないように連携させて置く必要がある。 
支配は、一方の企業文化が次第に支配的になり

最終的にもう一方を吸収してしまうことである。

企業買収では明確に見て取れ、対等合併の場合に

もどちらかが支配的となることが多い。 
融合は、二つの企業文化が融合して両者を併せ

持つ新しい企業文化を形成することである。新し

い価値体系が出来て組織内で受け入れられる。融

合の実現のためには、自社の企業文化に対する深

い洞察と、企業文化の相違の背景に潜む仮定を探

査するための他社との対話が重要である。 
 
3. 研究の方法 
 本稿における研究戦略は事例研究である。国内

大手精密機器メーカーA社のC事業部の製品開発

組織を対象とした。A 社には複数の複合機および

レーザープリンター(以下、MFP/LP と表記)の事

業部が存在し、C 事業部はこの中の一つである。 
 本稿におけるデータの収集方法はインタビュ

ーおよび内部記録文書の参照である。前者は C 事

業部の関係者に対し実施した。後者は、議事録、

報告書、データベース上の文書、等を対象とした。

収集したデータに対して質的分析を実施した。 
 
4. 事例の概要 
4.1 新規市場への参入と事業買収 
 A 社が 2000 年代後半に発生した新規市場のプ

ロダクションプリンティング市場(以下、PP 市場

と表記)に参入するにあたり、2007 年 4 月に C 事

業部が設立された。メンバーはオフィス市場をタ

ーゲットとする B 事業部から主に選抜された。 
 A 社は 2007 年 6 月に北米大手 IT 企業 D 社か

らプリンター事業を買収し D 事業部として再編

した。D 社はプリンター事業にて基幹系印刷市場

を中心に高付加価値のソリューションを長年提

供しており、A 社はこの能力を高く評価した。 
 

4.2 製品開発ロードマップの作成 
 D 社からのプリンター事業買収の時点で、PP
市場向け MFP/LP の製品プラットフォームが四

系列も存在することとなった。製品開発を効率的

に行うために開発資源の配分の選択と集中が図

られ、製品開発ロードマップが作成された。 
製品開発ロードマップの作成では、まず機能と

性能の目標が設定され、必要な要素技術とモジュ

ールが選定された。次に A 社と旧 D 社の製品開

発組織における要素技術とモジュールの保有状

況が調査された。最後に、不足している要素技術

とモジュールの開発の分担と時期が決定された。 
製品開発ロードマップに基づき、製品プラット

フォーム系列の統廃合と製品開発の計画が作成

され、更に製品開発組織の再編が行われた。 
 
4.3 製品開発プロセスの統合 

製品開発ロードマップにおいて、2009 年 4 月

からの C 事業部と D 事業部の PP 市場向け

MFP/LP の共同製品開発の実施が決定した。 
過去の経験から両者の製品開発プロセスの相

違による問題の発生が懸念された。これを予防す

るために 2008 年 2 月に製品開発プロセス統合ワ

ーキンググループが設立され、C 事業部が準拠す

る A 社の製品開発プロセスと D 事業部が準拠す

る旧 D 社の製品開発プロセスの統合が図られた。 
 
4.4 新規市場向け共同製品開発 

C 事業部と D 事業部による PP 市場向け

MFP/LP の共同製品開発は 2009 年 4 月に開始さ

れ、本稿の執筆時点(2011 年 9 月)においても進行

中である。この製品と共通化設計され、開発資源

も一部重複している別の製品開発も同時進行中

である。今後は後継製品の開発も計画されている。 
 
5. 考察 
5.1 M&A に伴う製品開発組織の知識統合 
 本事例の分析に基づき、M&A に伴う製品開発

組織の知識統合について考察する。 
C 事業部が新規市場の PP 市場向けの製品開発

を行うには PP 市場の知識が必要であった。C 事

業部はオフィス市場の知識を保有済である。この

ため、オフィス市場の知識には含まれない PP 市

場に固有の知識を新規に獲得する必要があった

(図 1 参照)。 
 C 事業部は基幹系印刷市場の知識を保有済の D
事業部と共同製品開発組織を設立した。不足する

PP 市場の知識のうち基幹系印刷市場の知識と重

なる部分を C 事業部は D 事業部との組織間学習

によって新規に獲得することで、知識統合が行わ

れた。 
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 この時点では、C 事業部が保有していない PP
市場の知識が依然として存在した。不足していた

知識は、C 事業部と D 事業部の共同製品開発組織

が共同製品開発を実施する過程で新規に創造さ

れた。新規に創造された知識は、共同製品開発組

織の共同製品開発プロジェクト間で移転され、知

識統合が行われた。 
 

 
図 1 C 事業部と D 事業部の市場に関する知識 

 
5.2 企業文化と知識統合 
(1) 製品開発プロセスの統合 

A 社はオフィス市場を、旧 D 社は基幹系印刷市

場をターゲットとして製品開発を行ってきた。そ

れぞれがターゲットとする市場に合わせて製品

開発を行う過程で製品開発プロセスが規定され

てきた。 
製品開発プロセス統合ワーキンググループの

活動では、C 事業部が準拠する A 社の製品開発プ

ロセスと D 事業部が準拠する旧 D 社の製品開発

プロセスの差異が何点か抽出された。代表的な差

異は、①ビジネスの判断タイミング、②ビジネス

着手の判断基準、③評価プロセスでの次工程への

移行可否の判断基準、④開発期間中のフィールド

テストの実施要否の判断基準、⑤市場障害対策の

市場にある機器への反映要否の判断基準、である。 
①と②の相違の背景には、A 社と旧 D 社の企業

文化の相違があった。A 社はハード開発的な性格

が強い。ハードは開発期間が比較的長いため、比

較的早い時期に比較的高精度の情報で判断を行

う必要がある。これに対し、旧 D 社はソフト開発

的な性格が強い。ソフトはハードに比べて開発期

間が比較的短いため、比較的遅い時期に比較的低

精度の情報で判断を行う。 
③から⑤の相違の背景にも、A 社と旧 D 社の企

業文化の相違があった。A 社の製品開発プロセス

は汎用品指向のオフィス市場を想定している。オ

フィス市場では顧客および市場機の数が多いた

め、個別対応のサポートは困難である。これに対

し、D 社の製品開発プロセスはカスタマイズ指向

の基幹系印刷市場を想定している。基幹系印刷市

場では顧客および市場機の数が限定されるため、

個別対応のサポートは比較的容易である。 
 
(2) 新規市場向け製品開発 
共同製品開発プロジェクトでは、機能仕様完成

の段階で遅延が発生した。この原因の一つに、C
事業部と D 事業部の間の機能仕様書における記

述の詳細度のレベルの認識のずれがあった。 
D 事業部の認識では、下位層のモジュールレベ

ルでは詳細に仕様の記述が行われており、また過

去のカスタマイズ事例における機能仕様の変更

内容については詳細な記録が存在するため、機能

仕様書では詳細な記述は不要であった。 
C 事業部の認識では、機能仕様書はそれ自体で

完結して全ての機能を系統的に記述すべきもの

であった。C 事業部にとって D 事業部が作成した

機能仕様書は単に機能の羅列に過ぎなかった。 
結局、D 事業部は C 事業部の要求する詳細度の

レベルの機能仕様書を作成したが、この議論に長

い期間を費やした。 
この問題の背景には、C 事業部が依って立つ A

社の成文法的文化と D 事業部が依って立つ旧 D
社の慣習法的文化の対立があった。 
 
(3) まとめ 

A 社と旧 D 社では、ターゲットとする市場に合

わせて製品開発を行う過程で、それぞれの企業文

化が醸成されてきた。A 社と旧 D 社の企業文化が

それぞれ C 事業部と D 事業部の企業文化として

継承されている。C 事業部と D 事業部の企業文化

を比較して示したものが表 1 である。 
両者の企業文化の相違が C 事業部と D 事業部

の知識統合の阻害要因の一つとして挙げられる。 
 

表 1 C 事業部と D 事業部の企業文化 
事業部 C 事業部 D 事業部 

旧組織 A 社 B 事業部 D 社プリンター

事業部 
旧組織の 
ターゲット 
市場 

オフィス市場 基幹系印刷市場

企業文化を 
表現する 
キーワード 

ハード開発的 
汎用品志向 
 
成文法的 

ソフト開発的 
カスタマイズ 
志向 
慣習法的 
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5.3 既存知識と新規知識 
C 事業部が PP 市場において成功を収めるため

には、PP 市場に適合した製品開発プロセスを確

立する必要がある。ここで先述の表 1 の企業文化

を表現するキーワードを使用して PP 市場の特徴

を表現すると、ソフト開発的でありカスタマイズ

指向である。即ち PP 市場はオフィス市場よりも

基幹系印刷市場に近い。 
製品開発プロセスの統合において、オフィス市

場を想定している A 社の製品開発プロセスと基

幹系印刷市場を想定している旧 D 社の製品開発

プロセスの間で相違があった場合には、後者に合

わせた方が PP 市場により適合したものになる可

能性が高い。言い換えれば、C 事業部が A 社の製

品開発プロセスに執着した場合には、PP 市場に

適合した製品開発プロセスが確立出来ない可能

性が高い。 
製品開発プロセスをより一般的に知識と表現

すると、不要となった既存知識への執着が、C 事

業部と D 事業部の知識統合の阻害要因の一つと

して挙げられる。 
この阻害要因を解消するためには、C 事業部は、

A 社の製品開発プロセスのうち PP 市場に適合し

ない部分を、公正に識別し、それらを棄却する必

要がある。より一般的に表現すると、C 事業部は

不要となった既存知識を棄却する必要がある。 
 
6. 結論 
6.1 知識統合の阻害要因の提示 

M&A に伴う製品開発組織の知識統合の第一の

阻害要因は「企業文化の相違」である。 
企業がターゲットとする市場に向けて製品開

発を継続する過程で、その市場に適合した企業文

化が醸成される。買収側企業と被買収側企業でタ

ーゲットとする市場が異なっていた場合には両

者の企業文化に相違が存在する。この企業文化の

相違が買収側企業と被買収側企業の相互理解お

よび新規設立された共同製品開発組織における

知識統合の妨げとなる。 
この阻害要因を短期的に解消することは難し

い。しかし共同製品開発組織において共同製品開

発を継続する過程で新しい企業文化が醸成され

ることで中長期的には解消される。 
 

M&A に伴う製品開発組織の知識統合の第二の

阻害要因は「不要となった既存知識への執着」で

ある。 
不要となった既存知識への執着が、製品開発組

織が新しくターゲットとする市場で必要とされ

る新しい知識を探索し、探索した知識を吸収する

ことを抑制する方向に働くからである。 

この阻害要因を解消するためには、不要となっ

た既存知識を意図的に棄却するプロセスの規定

が必要である。買収側と被買収側の製品開発組織

にて、新しいターゲット市場において必要とされ

る知識の保有状況を評価し、製品開発組織の再編

の際に不要な既存知識の棄却を実施する。 
 

表 2 知識統合の阻害要因と解消方法 
阻害要因 解消方法 

企業文化の相違 共同製品開発の継続による

新しい企業文化の醸成 
不要となった既存

知識への執着 
不要となった既存知識を意

図的に棄却するプロセスの

規定 
 
6.2 含意 

M&A に伴う共同製品開発のコンテクストにお

いて、知識統合における知識の棄却の重要性に着

目したことに、本稿の独自性がある。 
 
6.3 今後の課題 
 第一に本稿の事例は現在進行中であり、最終的

に M&A の成功事例となるかは現時点では不明で

ある。このため今後も調査と分析を継続し、新規

発見に基づいて考察を更に深める必要がある。 
第二に本稿は単一事例にのみ基づいている。こ

のため、提示した阻害要因とそれらの解消方法が

他の組織の他の事例にどの程度適用出来るかに

ついて、有効性を今後検証する必要がある。 
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